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平成２３年度 国立大学法人熊本大学 年度計画 

  
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

  
  
 １ 教育に関する目標を達成するための措置  
 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

 １） 
※枠内に、中期計画を記載（以下同じ。） 
① 創造的知性と実践力を兼ね備えた学士力を身に付けさせるため、学習成果

に基づく体系的な学士課程教育プログラムを平成 23 年度までに構築し、実施

する。 

● 学習成果に基づく新しい学士課程教育プログラムを実施するとともに、引 
き続き改革を推進する。 

 
② 社会的要請の強い分野において、新たに秋季入学の教育プログラムを導入

する。 

● 秋季編入学の教育プログラムの概要を設計する。 
 

 ２） 

① 高度で幅広い専門知識・技能及び課題解決能力を身に付けた高度専門職業

人を養成するため、明確な人材養成目的に沿って、体系的な教育課程を備え

た国際的通用性の高い教育プログラムを整備する。 

● 「大学院教育推進委員会」において、体系的な教育課程を備えた国際的通 
用性の高い教育プログラムの在り方について検討する。 

 
② 海外の交流協定校等との連携、国費外国人留学生制度の活用等により、国

際的な大学院教育プログラムを充実する。 

● 各研究科での国際的な大学院教育プログラム構想の検討状況を踏まえ、実 
施の可能性について現状分析を行う。 

 
３）   

① 社会文化科学研究科：人間・社会科学、文化学及び教授システム学の分野

において、高度な専門知識及び創造的課題解決能力を身に付けた研究者及び

高度専門職業人を養成するため、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● 22年度に行った複数指導教員に関するシラバスの表記の改善を踏まえて、 
複数指導教員による指導体制が実質化されているか、及び学修課題に則した 
科目の体系性が保たれているかを検証し、新たな体制について検討する。 

   
② 自然科学研究科：理学、工学及びその融合分野（複合新領域科学等）にお

いて、幅広い分野にわたる創造性豊かな実践的応用能力及び総合的・国際的

視野を持つ研究能力を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するた

め、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● 附属総合科学技術共同教育センターを核として、引き続き国内企業、国内 
他大学院、海外協定校との連携による国内共同教育および国際共同教育体制 
の拡充整備を行い、学生の英語力の強化と実践力強化に向けて｢大学院科学 
技術教育の全面英語化計画」での取組を引き続き実施するとともに、平成21 
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年度採択の組織的な大学院教育改革推進プログラム｢イノベーション創出の 
ための大学院教養教育」のもとで理学・工学の枠にとらわれない幅広い知識 
を教授するための大学院教養教育科目の提供を引き続き整備・拡充させる。 

 
③ 医学教育部：医学及び生命科学の分野において、高度な知識と研究能力、 

生命と医療に関する倫理観及び先進的医療を構築・実践できる洞察力と技量

を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するため、コースワーク及び

研究指導を充実する。 

● 前年度に実施したアンケート調査結果を参考に、修士課程及び博士後期課 
程のカリキュラムを必要に応じ改善するとともに、eラーニングを含む遠隔 
授業教材の充実及び国際化の推進を継続して実施する。 

 
④ 薬学教育部：創薬・生命科学・環境科学分野において、薬学に関する高度 

な知識と研究能力、生命と環境に関する倫理観及び先進的創薬を実践できる

洞察力と技量を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するため、コー

スワーク及び研究指導を充実する。 

● 学習成果に基づく体系的な大学院博士後期課程及び博士課程の教育プロ 
グラムの実施のための準備を行うとともに、研究指導体制を構築する。 

 
⑤ 保健学教育部：保健学分野において、看護学、放射線技術科学及び検査技

術科学に関する高度な知識と研究能力、生命と医療に関する倫理観及び先進

的保健を実践できる洞察力と技量を身に付けた研究者及び高度専門職業人を

養成するため、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● 特別研究に係る研究計画の進捗状況等について検証し、研究支援を強化す 
る。 

 
４） 

① 法理論と実務を架橋する法曹養成の教育目標に基づき、社会における基礎

的かつ普遍的なニーズ及び地域の法的ニーズに的確に対応できる能力を身に

付けさせるため、段階的・系統的な教育を実施する。 

● 法律基本科目群・法律実務基礎科目群についての前年度の検討をふまえて、 
段階的な教育を実施する準備を行う。また、主として展開・先端科目群にお 
いて、地域の法的ニーズをふまえた専門医としての法曹の知識を取得するた 
めの、系統的な教育の実施体制を再構築するための検討を行う。 

 
②  地域社会、とりわけ熊本県を中心とした九州圏内の司法ニーズにこたえる

ことのできる法曹を養成することにより、九州圏内地域に定着し、地域のた

めに活動する質の高い法曹の量的増加を目指す。 

● 学生の学習意欲を高めるための方策、及び学生が熊本県を中心とした九州 
圏内の司法ニーズに強い関心を持つようになるための方策を実施する。また、 
学生の法知識の定着を促進するための方策を検討する。 

 
５） 

① 学部等の募集単位ごとに、課程の目的により良く適合するようにアドミッ

ションポリシーを一層明確化する。 

● 各教育課程の目的に沿って、本学が求める学生像を一層明確化するため、 
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新しい学士課程教育プログラムとの関連を考慮しつつ新たなアドミッション 
ポリシーの作成を進める。 

 
② アドミッションポリシーに沿った優秀な学生を確保するため、入試の在り

方を点検して必要な改善を行うとともに、広報を強化する。 

● 入学者選抜方法の改善に向けて、引き続き全学的に選抜方法の検証を行う。  
 

③ 課程の目的に則した学位授与の方針を具体的に定め、明確な評価基準に基

づき学習成果を的確に把握・検証することによって、学士課程及び大学院の

教育プログラムの改善を継続的に行う。 

● 学士課程において、学習成果に基づく学位授与の方針を確立するとともに、 
eポートフォリオシステムの試験的運用を開始する。 

 
 ６） 

① 本学が構築した高度な高度情報化キャンパス環境を活用した e ラーニング

を含め、多様な授業形態・方法の普及を促進する。 

● 学士課程において、eラーニングと多様な授業形態・方法の連携･普及を実 
施する。 

 
② 授業方法等の改善を推進するため、学生による授業改善のためのアンケー

トの方法を見直すとともに、アンケート結果を踏まえた教員のＦＤ活動を充

実する。 

● 新たな「授業改善のためのアンケート」実施結果の分析及び全学・学部 
等のＦＤ活動の見直しを行う。 

 
③ 厳格で一貫した成績評価の徹底を図るため、シラバスにおける授業目標及

びそれに基づく評価方法・基準の一層の明確化を推進する。 

● 前年度、学士課程教育推進委員会において設定した「学士課程教育に期待 
される学習成果」に基づいた評価方法等を検討し、厳格で一貫した成績評価 
の方法・基準を一層明確化するとともに、シラバスの項目について改善に向 
けた検討を行う。 

 
（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 学習成果に基づく体系的な教育を実施するため、学部が主体的に責任を持

つ新たな教養教育の構築を含め、効果的・効率的な学士課程教育の全学的実

施体制を平成 23年度までに整備する。 

● 新たな全学的実施体制の下で、新学士課程教育プログラムを実施する。 
 

② 学士課程教育プログラムを実施するために必要な教職員を効果的・効率的に

配置する。 
● 新しい学士課程教育プログラムを実施するために必要な教職員の効果的･ 

効率的な配置を実施する。 
 
 
 



 - 4 - 

 ２） 

① 国際的に通用する大学院教育実施体制を強化するため、教育プログラムの

成果を検証し、その結果を基に改善する質保証システムを充実する。 

● 体系的な教育課程を備えた国際的通用性の高い大学院教育プログラムの 
在り方について検討する「大学院教育推進委員会」を設置するとともに、 
学部･大学院のＦＤ活動等の全学的な実施を検討する「ＦＤ委員会」を設置 
し、教育プログラムの質保証システムの検討を行う。 
 

② 社会的・学術的要請にこたえて、国内外の大学や研究機関、産業界や行政と

の連携等を推進する。 
● 学外との連携による教育の実態を踏まえ、学外との連携の方策について検 
討する。 

 
③ 社会文化科学研究科：教育組織を見直すとともに、柔軟で効果的な教育実

施体制を構築する。 

● 他大学へのアンケート等を踏まえ、教育組織の見直しについて、具体的で 
実現可能な方法について引き続き将来構想検討ＷG等で検討を行う。 
 

④ 自然科学研究科：社会的要請を踏まえて教育組織を見直すとともに、柔軟 
で効果的な教育実施体制を構築する。 

● 複合新領域科学専攻の改組を行い、新しい教育体制を整備する。また、総 
合科学技術共同教育センターにおいては、国内企業、国内他大学院、協定校 
を含む海外大学との協働による多様な共同教育プログラムを提供するための 
体制を引き続き拡充・整備する。 

 
⑤ 法曹養成研究科：多様な授業科目を提供するとともに、少人数教育の特色

を生かし、他大学の法科大学院との連携・協力体制を強化する。 

● 九州・沖縄４法科大学院教育連携を中心として、他法科大学院との連携・ 
協力により提供できる授業科目を確定するとともに、実施準備を行う。また、 
４法科大学院における対抗模擬裁判を継続して実施するとともに、その充実 
を図る。 
 

 
 

３） 
① eラーニングやICT活用教育を含む教育・学習に対する全学的な支援・推進体

制を整備・強化するため、学内共同教育研究施設の機能的再編を計画的に推進

する。 
● 大学教育機能開発総合研究センター、eラーニング推進機構、総合情報基 
盤センターの機能的連携及び組織再編について検討する。 

 
② ユビキタスな情報社会における学生の自主的学習を支援するため、総合情

報環構想に基づき、図書館の高度情報化を推進する。 

● 電子コンテンツの整備計画を策定するとともに、図書館システムとeラー 
ニングシステムの連携及び図書館システムとシラバスとの連携に関する整 
備計画を策定する。また、拡充計画に基づき電子的利用ガイダンスを実施す 
る。 
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（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 １） 
① 学生の自主的な学習を促進するため、学習相談・助言の支援体制を強化する

とともに、自習スペース等の自律的学習環境を全学的に整備する。また、社会

人学生のニーズに応じた学習支援策を充実する。 
● グループ学習スペース（ラーニング・コモンズ）の整備のため、調査結果 
に基づき整備計画を策定する。また、社会人学生の支援体制の整備について 
検討を行う。 

 
② 学生が充実した生活を送れるように、各種奨学金の応募支援等の経済支援 

面の取組を強化するとともに、保健センターとの緊密な連携の下に、学生相 
談室が蓄積したノウハウとデータを生かして、メンタルケア等の総合相談窓 
口機能を一層向上させる。 

● 経済支援策を検証・改善し、引き続き支援の取組を強化する。また、前年 
度までに構築した学生相談の全学的連携体制の下、総合相談体制のさらなる 
機能充実を図る。 

 
③ 学生の社会性を高めるため、学生自主企画支援事業「きらめきユースプロ 

ジェクト」の拡充を始め、学生が主体的に取り組む社会貢献・サークル活動

等の学内外での様々な活動を継続的に支援する。 
● 学生委員会において、学生自主企画支援事業「きらめきユースプロジェク 
ト」を推進するため周知方法等を改善し、申請団体の拡充を図るとともに、 
学生が主体的に取り組む社会貢献・サークル活動等の学内外での活動の支援 
の在り方を検討する。 
 

④ 学生のキャリア形成・就職活動を支援するため、卒業生の協力も得ながら、 

キャリア支援課と学部・研究科等が連携する全学的キャリア支援体制を強化

する。 

● 学生のキャリア形成・就職支援の充実を図るため、検討組織体制を強化す 
るとともに、昨年度検討し、実施したOB・OGメッセージ等の活用策や博士課 
程学生等に対する支援策を実施する。 
 

 ２） 

① 学生の海外研修や調査研究、国際会議やシンポジウムへの参加を促進する

ために、情報提供及び助成等の支援を展開する。 

● 学生派遣プログラムを見直し、それに基づく派遣を進めるとともに、学生 
交流の更なる拡充のためにその他の学生派遣活性化策との協同を図る。 

 
② 外国人留学生に対して入学から卒業・就職に至るまで多様なニーズに即応で

きるようなサービス体制を整備し、より快適なキャンパス生活及び住環境を提

供できるよう支援を強化する。 
● 留学生に対する生活支援等の充実を図るとともに、留学生と地域との共生 
を促進する事業や日本での就職等に関連する支援策の検討を行う。 
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 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
１） 

① 生命科学において、グローバルCOE「細胞系譜制御研究の国際的人材育成ユ

ニット」プログラム及び「エイズ制圧を目指した国際教育研究拠点の形成」プ

ログラムの着実な遂行等を通して質の高い先端研究を組織的・機動的に展開

し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、グロ－バルな共同研

究ネットワークの拡充・発展を通して国内外の共同研究を先導する。 
● グロ－バルCOEプログラム及び学内の拠点形成研究において、評価結果を 
踏まえ、質の高い研究並びに国際教育研究拠点の活動を展開し、国内外研究 
機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進めるとともに、国際 
学術会議等を開催する。 

 
② 自然科学において、グローバルCOE「衝撃エネルギ－工学グロ－バル先導拠

点」プログラムの着実な遂行等を通して質の高い先端研究を組織的・機動的

に展開し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、グロ－バル

な共同研究ネットワークの拡充・発展を通して国内外の共同研究を先導する。 

● グロ－バルCOEプログラム及び学内の拠点形成研究において、評価結果を 
踏まえ、質の高い研究並びに国際教育研究拠点の活動を展開し、国内外研究 
機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進めるとともに、国際 
学術会議等を開催する。 

 
③ 人文社会科学において、拠点形成研究「「永青文庫」資料等の世界的資源化

に基づく日本型社会研究」等を通して質の高い研究を展開し、成果を迅速に公

開するとともに、高度な研究能力を有する人材を育成する。また、共同研究ネ

ットワークの構築・拡充・発展を通して広く国内外での共同研究を推進する。 
 

 

 
 

● 学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開し、若手人 

材の雇用・育成を進めるとともに、国際学術会議等を開催する。また、共同 

研究ネットワ－クの構築等を通して共同研究を推進する。 

 
④ 学際・複合・新領域において、拠点形成研究「地域水循環機構に基づく持続

的水資源利用のフロンティア研究」等を通して質の高い先導的研究を積極的・

機動的に展開し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、共同研

究ネットワークの構築・拡充・発展及び国内外での共同研究を推進する。 
● 学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開し、国内外 

研究機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進めるとともに、 
国際学術会議等を開催する。 

 
２） 

① 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の領域において、基盤的研究を推

進するために優れた人材を登用し、共同研究の実施や学術セミナ－の開催等を

通して次世代人材の育成を強化・推進する。 
 

 
 
 

 ● 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の各領域において、基盤的研究 
を推進するために、必要な人材を登用し、共同研究の実施や学術セミナ－の 
開催等を活発に展開するとともに、本学の科学研究費補助金にかかる申請・ 
採択増、インセンティブの付与等の施策を継続する。 
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② 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の領域において、基盤的研究を推

進し、担うことの出来る人材を発掘・育成するため、研究者の研究成果の教育

への還元を推進する。 
● 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の各領域において、前年度検討 
した教育プログラムに従って研究者が学生への教育に参加し、研究成果の教 
育への還元を行う。 

 
（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 １） 
① 優れた若手研究者を育成するため、本学の大学院先導機構を中心としたテニ

ュア・トラック制度及びイノベ－ション推進機構を中心とした「異分野融合型

イノベーション人材育成プログラム」等の実施並びに各部局等の各種非常勤研

究員制度の活用を推進する。 
● テニュア・トラック制度により採用した特任助教への支援等を行うととも 

に、第一期採用の特任助教のテニュア審査を行い、大学院先導機構准教授と 
して採用者を決定する。また、第二期採用の特任助教について中間評価を行 
い、前年度に引き続き、テニュア・トラック制度定着のための検討を行う。 
さらに、前年度までに構築した異分野融合型イノベ－ション人材養成システ 
ムにより関連企業等へ人材を輩出し、中間評価を行うとともに、各部局等に 
おいては引き続き各種非常勤研究員制度の活用を推進する。 

 
② 女性教員の積極的参画を実現するため、熊本大学男女共同参画推進基本計

画を推進する。また、女性教員の任用を促進し、中期目標期間中に女性教員

の割合を概ね 15％に増加させる。 

● 「熊本大学男女共同参画推進基本計画」を推進するアクションプログラム 
の実施状況を検証し、基本計画の達成に向けて検討する。 

 
 ２） 

① 質の高い研究及び基盤的研究を推進するため、学内で拠点形成研究の公募等

を継続的に実施し、新規の基盤的拠点研究を発掘し育成するために研究費を重

点配分する。 
● 学術研究推進戦略の検討結果に基づき、質の高い研究及び基盤的研究を推 
進するため、拠点形成研究等に対して研究費を重点的に配分する。 

 
② 「発生医学研究所」の全国共同利用・共同研究拠点事業を推進する。 

● 国際レベルの共同研究を賦活化し、発生医学分野の研究基盤の確立・発展、 
先端的研究、恒常的視野に立った人材育成、国内外の連携ネットワ－クの活 
用により共同利用・共同研究を推進する。 

 
③ 既存の学問領域を越えて新たなパラダイムを創出する研究活動を強化する

ため、大学院先導機構に教員等を継続的に配置する等、機構の体制の強化に

より、新規拠点研究の育成を重点的に推進する。 

● 前年度に引き続き、大学院先導機構の体制強化に向けて、体制の在り方等 
についての検討を行う。 
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④ 「生命資源研究・支援センタ－」や「総合情報基盤センタ－」等の学内共同

教育研究施設の機能強化・機能分化による研究推進のための技術支援や研究支

援体制を強化する。 
● 前年度に引き続き、「生命資源研究・支援センタ－」や「総合情報基盤セ 
ンタ－」等の活用による研究推進のため、技術支援や研究支援体制強化のた 
めの具体的方策の検討を行う。 

 
⑤  「グロ－バルCOE推進室」等の研究支援部門の一層の拡充など、研究者支

援の事務支援体制を整備し、教員等が研究に専念できる環境を整える。 
● 前年度に実施した事務組織改編に基づき、事務支援体制を整備するための 
人事制度等についての具体的な検討を行う。 

 
 ３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 科学技術や産業の振興に貢献するため、イノベ－ション推進機構を中心と

して、研究成果の有体物の整備管理、知的財産等の活用を推進する。 

● 有体物データベースへの有体物の登録を進めホームページで公開するとと 
もに、知的財産に係る戦略企画の強化策を策定する。 

 
② 国内外の研究及び産業の発展等に貢献するため、その推進のための施策・評

価委員会等にも積極的に参画し、社会貢献を果たす。また、国内外の研究機関

等とネットワ－クを形成し、学術研究並びに産学官連携を組織的に進める。 
● 自治体等の研究や産業発展に関する委員会への本学教職員の積極的参画と 

活動を推進するとともに、国内外の研究機関等とのネットワーク形成を推進 
する。 
 

 ２） 

① 地域振興の中核大学として、地方自治体と共同で、魅力ある地域づくりと

地域人材育成を行うため、政策創造研究教育センターの機能を強化する。 

● 設置したサテライト拠点を活用して、都市部及び農山村の生活の質改善に 
資する地域マネジメント研究や運営システムの構築及び人材育成のための研 
究を行うため、自治体と共同で研究開発を行う。 

 
② 地域文化の向上、教育の質向上に貢献するため、「高等教育コンソーシアム

熊本」の活動を活性化する。 
● 本学が中心となって「高等教育コンソーシアム熊本」の活性化の方策を実 
行する。 

 
③ 図書館等を中心とした地域への情報提供と知的・文化的サービスを一層充実

させるとともに、公開講座や授業開放等を推進し、地域住民への知の還元を行

う。 
● 学術リポジトリの拡充計画、公立図書館等との連携計画及び附属図書館貴 
重資料展実施計画を実施し検証するとともに、永青文庫等については研究の 
進展に応じて成果を公開する。また、公開講座や授業開放等については、前 
年度の見直しに基づいて実施する。 
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 （２）国際化に関する目標を達成するための措置  
 １） 

① 英語による授業の実施、留学生を対象とする日本語教育の充実、交流協定

校等との教育プログラムの拡充などを通じて、学生の国際的な交流を推進す

る。 

● ダブルディグリープログラム導入の取り組みなど国際共同教育プログラム 
の充実を図るとともに、大学間交流の戦略的活性化について検討する。 

 
② 外国人教員･研究者の受入を拡大するとともに、秋季入学の実施拡大など、

教育環境を整備する。 
● 外国人教員･研究者の招聘促進に向けた取り組みを推進するとともに、秋 
季編入学の教育プログラムの概要を設計する。 
 

 ２） 

① 研究者交流を大学として推進するために、国際的研究ネットワーク等を充

実させ、国際的研究環境を整備する。 

● 国際的研究ネットワークを拡充するため、海外拠点の活用等を推進する。 
 
② アジアをはじめとした世界諸国において、高等教育の発展、研究レベルの

向上、並びに人材育成に貢献するために、国際共同研究や国際協力事業等を

展開する。 

● 若手研究者の交流及び国際的な人材育成の充実を図るための学内支援を強 
化するとともに、国際協力事業への参画等を活発化させるための取り組みを 
推進する。 

 

 

 ３）  
① 第一期に設置された「国際化推進機構」が中心となり、学内文書の英語・

中国語・韓国語等への多言語化やワンストップサービスをはじめとする国際

化に対応した留学生･外国人研究者への支援環境の整備を強化する。 

● キャンパス環境の整備及び業務の多言語化を図るとともに、ワンストップ 
サービス等の事務支援及び職員の国際業務スキル向上の取組を強化する。 

 

② 本学に留学した学生の組織化、海外オフィスの増設など、海外拠点の整備を

進めるとともに、教育・研究に関する取組を世界に向けて発信する。 

● 本学に留学した卒業生･修了生のネットワーク化と海外拠点の拡充を図る 

とともに、Webページ等による国際的な情報発信を推進する。   

 

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 病院再開発に伴う医療環境整備を継続するとともに、健全経営を維持しつ

つ、がん診療連携拠点病院、エイズ中核拠点病院等の拠点化を図り、地域中核

病院として機能を強化するなど、診療機能の特長化を推進する。 
● 医療環境整備のため、外来診療棟改築工事に着手し、管理棟改修計画を策 

定するとともに、健全経営維持のため、引き続き経営戦略委員会を中心に経 
営戦略を検討、策定する。また、地域中核病院としての役割を果たすため、 
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引き続き各拠点病院関係事業等の活動を推進する。 
 

② 安全、かつ患者満足度の高い医療サービスを提供するため、医療事故防止

及び院内感染防止対策の更なる強化に組織的に取組むなど、リスク対応の質

向上を図るとともに、再開発による病棟新営後の院内環境の整備を計画的に

推進する。 

● 医療サービス及び医療安全管理の向上を図るため、引き続き「医療の質管 
理センター」を中心とした体制を整備するとともに、リスク対応等にかかる 
研修の実施を推進する。 
 

③ 地域医療連携を組織的に推進するため、周産期医療体制の充実（NICU・GCU

の増床及びMFICUの新設）、救急医療の機能分担、地域医療を担う医師の支援

など、地域の要請に対応できるシステムを構築する。 

● 周産期医療体制を充実させるため、「総合周産期母子医療センター」の機 

能強化を図る。また、地域医療に貢献するために「熊本県地域医療再生計画」 

に基づく諸事業を推進する。 

 
２） 

① 質の高い医療人を育成して地域に安定的に供給するため、医学、薬学、保

健学等の学生、並びに専門修練医の臨床研修プログラムの開発・充実を継続

するとともに、専門医資格取得等の指導体制を整備する。 

● 質の高い医療人を育成するため、引き続き中九州三大学病院合同専門医養 
成プログラムによる研修プログラムの開発及び専門医取得キャリアパスシス 
テムデータの集積・分析を行う。また、総合臨床研修センターにおいて指導 
医のスキルアップ及び生命科学研究部との卒前卒後教育における連携等を図 
る。 

 
② 地域医療人向け研修プログラムの開発・充実を推進する。とくに、病院の

特色を活かして、がんや生活習慣病、再建・再生医療等の高度で、かつ専門

性に対応した医療の教育・研修を充実させる。 

● 地域医療人教育を充実させるため、前年度の検討結果に基づき、シミュレ 
ーションシステムの利用状況等を分析するとともに、引き続き改善策につい 
て検討する。また、地域医療人向けの教育・研修の充実策を実施し、見直し 
を行う。 

 
３）   

① 臨床研究を推進するため、外部資金の獲得及び人材の確保並びに寄附講座の

設置等に継続して取り組み、臨床研究推進体制を整備する。 
● 臨床研究を推進する体制を整備するため、教員の勤務環境改善を含めた臨 
床研究を行う環境整備を行うとともに、引き続き大型研究プロジェクトのシ 
ーズの洗い出し及び計画書の作成等を行う。 

 
② 高度医療開発センター及び治験支援センターの機能強化を目指し、外部資金

並びに人的資源の積極的な注入による研究支援策を講じて、新たな先進医療の

承認獲得、治験支援体制の整備等を推進する。 
● 臨床研究の推進を図るため、高度医療開発センター機能を充実し、新規医 
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療技術の開発推進等に取り組むとともに、治験支援センター機能の充実を図 

る。 

 

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 教育学部及び教育学研究科の方針・計画に基づき、学校教育に関わる先導

的な教育プログラムを開発するために、大学・附属学校園間の組織的な連携

体制の強化と学校運営の充実を図り、独自な教育実践研究を推進する。 

● 平成22年度の見直しや検討を承け、「学部・附属学校連絡協議会」の下に 

新たに設置した「附属学校運営委員会」において、附属学校園の諸問題の協 

議・検討を行うとともに、同じく平成22年度に設置した「学部・附属学校研 

究連携推進委員会」において、附属学校園の研究教育テーマの策定を行う。 

 

② 教育学部・教育学研究科の主導の下で行われる、教員としての実践的指導

力の育成に効果的なカリキュラム開発を支援し、教育実習に関わる教育・指

導機能を高める。 

● 教育実習支援委員会で、教育実習の支援のあり方、指導内容について改善 
案をまとめるとともに、附属学校園での教育実習に関わる支援・協力プログ 
ラムを策定する。 

 
③ 熊本県・市教育委員会等との連携を強化して、地域の学校教育等に寄与す

るため、先進的な教育実践研究の成果を地域の学校等に還元するとともに、

効果的な方法により現代的教育課題に関する情報提供・助言等を行う。 

● 平成22年度に引き続き、「学部・附属学校連絡協議会」において、熊本県 
・市教育委員会等と附属学校園、教育学部、熊本大学との組織的な連携強化 
の方策を検討・策定するとともに、研究ニーズや先進的な教育実践研究の情 
報を収集し検討する。 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 学長のリーダーシップの下、学術的及び社会的要請を踏まえ大学の活性化

に向けて教育研究組織の整備・見直しを行う。 

● 薬学教育部（仮称：医療薬学専攻、創薬・生命薬科学専攻）の平成24年度 
改組に向けて必要な手続きを進めるとともに、社会文化科学研究科の見直し 
及び医学教育部（医学専攻、医科学専攻）の入学定員改訂について、引き続 
き検討を行う。 

 
② 経営協議会等の外部有識者の意見の活用及び大学情報の収集・分析・活用等

を機動的に行う部門の創設等により、施策立案機能を高める。 
● 外部有識者意見及び監査結果の活用方策を作成するとともに、大学情報の 
収集・分析・活用等を機動的に行う部門の設置について、引き続き検討を行 
う。 

 
③ 学長のリーダーシップの下、本学の重点的な施策を機動的に展開するため、

学長裁量資源を拡充するとともに、戦略的な資源配分を行う。 
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● 学長裁量人件費の具体策を実施するとともに、平成24年度学長裁量経費等 
の拡充について検討し、配分方針を作成する。また、共用スペース拡充・充 
実のための要項等に基づき、共用スペースの活用を図る。 

 
④ 附属病院については、病院長の専任制（職務従事環境）、医師の診療業務環

境の整備など附属病院の目的達成に必要な機能を充実・強化する。 

● 前年度に作成した改善策に基づき、病院長の職務従事環境及び医師の診療 
業務環境の改善を行う。 

 
２）   

① 教育研究等の活動を活発に展開するため、柔軟な人事・給与制度の整備を

推進するとともに、教職員のモチベーションの向上に繋がる施策を拡充する。 

● 教職員のニーズ（要望）を反映した、モチベーションの向上に繋がる具体 
的な施策を策定する。 

   
② 高い専門性を必要とする業務に専門的能力を有する職員を配置するととも

に、当該業務に携わる職員のキャリアパス等を整備する。 
● 新たな事務体制についての検証を踏まえ、専門的能力を有する職員の配置 
について具体的に検討を行い、可能なところから配置を進める。 

   
③ 男女共同参画推進基本計画に基づく事業の組織的推進を継続して、男女の機

会均等の実現や、政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。 
● 平成22年度に策定した「男女共同参画推進基本方針に係るアクションプロ 
グラム」に基づき、数値目標達成に向けた取組みを行う。 

 
２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 法人業務と大学業務の機能分化等の視点から、業務全般の点検・見直しを行

い、事務組織の再編・合理化を計画的に実施する。 
● 平成22年度に実施した業務全般の点検・見直しの検証及び再編した新組織 
の検証を行い、必要に応じて見直しを行う。 

 
② 職員の資質・能力向上のためのプログラム等を拡充するとともに、業務の改

善と効率化に対する意識向上のための取組を推進する。 
● 22年度に行った人事制度改革の趣旨及び同年度に実施した研修に対するア 
ンケート等による検証を踏まえ、研修体系の見直しを行い、さらに研修内容 
を充実させるとともに階層別研修の隔年実施分について実施し、その内容・ 
成果について検証を行う。また、事務組織の概ね３分の２を対象として、業 
務改善と効率化の取組みを実施する。 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 科学研究費補助金等の外部資金を獲得するための具体的方策等を策定し、

戦略的に獲得する。 

● 前年度に引き続き、外部資金獲得の各種方針について検討等を行うととも 
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に、熊本大学基金の増額に向けた全学的な取り組みを検討し、実施する。 
 

② 受益者負担の導入、各種料金の改定等の具体的方策を策定し、自己収入の増

加を目指す。 
● 前年度に策定した具体的方策に基づき、自己収入増加に向けた取り組みを 
行う。 

 
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

 １） 

① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成18 年法律第47 号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、

平成18年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18 年７月７日閣議決定）

に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 
● 引き続き概ね１％の削減を図る。 

   
（２）人件費以外の経費の削減 

 １） 

① 経費削減及び業務の現状を検証するとともに、熊本大学固有の学内アウトソ

ーシングシステムの活用、教職員のコスト意識改革のための取組等を推進す

る。 
● 管理的経費の検証及び検討を行い、経費の抑制を推進するとともに、コス 
ト意識改革のために省エネ啓発や省エネパトロールを行い、継続的な省エネ 
活動を実施する。 
 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 寄附金、熊本大学基金、大学運営費等の収支状況を定期点検して、余裕金

の運用計画を策定し、中期的に安全、かつ効果的に運用する。 

● 余裕金の運用計画を策定・実施し、収支状況を定期的に点検する。 
 

② 土地建物の使用状況を定期的に点検して、利活用計画等を策定し、推進する。 
● 大学所有地の調査結果を基に利活用計画を策定する。また、職員宿舎の管 

理運営計画を策定する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 教育研究等の質の向上を目指して、第一期に引き続き、部局ごとの組織評

価及び教員個人活動評価とそれに基づく改善を計画的に実施し、組織評価に

ついては、評価の観点・基準の見直しを併せて行う。 

● 前年度の検討結果に基づき、第２期（平成21～23年度）の教員個人活動評 
価を着実に実施するとともに、第３期（平成24～26年度）の改善に向けた取 
り組みを行う。 
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② 中期目標・中期計画の達成状況を効率的・効果的に点検・評価するために、

大学情報アーカイブスを利用した統合情報データベースを計画的に構築し、活

用する。 
● 文書管理決裁システムの全学運用を開始し、学内文書等の大学情報アーカ 
イブスへの集約を推進する。また、統合情報データベース構築に向け、コー 
ド体系及びデータフローについて検討する。 
 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

１）   

① 情報発信体制を強化し、熊大通信等の大学広報誌、および熊本大学Webペー

ジ等を充実させ、情報公開や情報提供を多面的に実施する。 

● Webページの充実のため、Webサイト企画WG（仮称）を設置し、新規コン 
テンツの開発等について検討を行う。また、広報誌『熊大通信』については、 
更なる誌面の充実及び効果的な情報発信に努める。 

 
② 海外オフィス、リエゾンオフィス等を活用して、国際的な情報発信機能を高

め、第一期に引き続き海外フォーラム等を計画的に開催する。 
● 海外オフィス･リエゾンオフィス等を効果的に活用するとともに、国際的な 
フォーラム等の全学事業を継続実施する。 
 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

１）   
① エコ・キャンパスの構築を目指して、省エネルギー等を計画的に推進する

とともに、国際性と地域性に配慮した、安全で快適なキャンパスを整備する。 

● 省エネ啓発を推進するとともに省エネ改修整備を実施する。また、キャン 
パス整備のフレームワークプラン基本方針を策定する。さらに、施設整備方 
針に基づきキャンパス整備を順次実施する。 

  
② 施設設備を良好な状態に保ち、有効に活用するため、学生・教職員等の利

用者の意見を反映した施設マネジメントを実施するとともに、拠点形成研究

等を戦略的に推進するため、共用スペースを拡充・活用する。 

● 修繕等概算年次計画に基づき、財源確保を含めた実施計画を策定する。ま 
た、新たな調査方法による施設利用者満足度調査を実施する。さらに、共用 
スペースの活用とともに学生等が利用する施設環境の改善を図る。 

 
③ PFI 方式による事業契約を行った｢熊本大学（本荘）発生医学研究センター

施設整備事業｣及び｢熊本大学（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備事業｣を確

実に実施する。 

● ｢熊本大学（本荘）発生医学研究センター施設整備事業｣及び｢熊本大学 
（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備事業｣の事業計画に沿って維持管理業務 

とそのモニタリングを実施し、PFI事業を継続する。 
 

２）   
① 第一期に整備した高度情報化キャンパス環境の更なる高度化の達成及び情
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報セキュリティを強化するために、総合情報環構想を再構築し、その構想に

基づき、情報セキュリティ強化の恒常的取組み、統合情報データベースによ

る情報の一元化と有効活用、ｅポートフォリオ等による学習環境の充実、生

涯活用を目指した熊本大学IDの導入等を計画的に実施する。 

● 総合情報環構想2010に基づき、情報基盤の整備と新しい情報セキュリティ 
ポリシーの普及を促進する。 

   
② 総合情報環構想に基づき、図書館においては、永青文庫等の貴重資料の電子

化等を推進するとともに、データベース等の電子的利用環境を整備する。 
● 貴重資料の電子化計画及び電子コンテンツの整備計画を策定する。また、 
拡充計画に基づき電子的利用ガイダンスを実施する。 

 
２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

１）  
① 職員及び学生等の安全確保を強化するために、産業保健スタッフの充実等

を含めて、安全衛生管理体制の見直しを実施する。 

● 産業保健スタッフの適正配置を進める。また、職場巡視マニュアルを教職 
員等に周知するとともに、同マニュアルに基づく職場巡視等を実施する。引 
き続き、薬品管理支援システム活用の推進を図り、薬品管理を徹底する。 

 
② 災害等に備えて、危機管理体制を強化するとともに、市民・地域と連携した

取組みに重点を置いた施策を実施する。 
● 自治体、関係機関等と連携し、教職員・市民を対象とした「熊本大学防災 
啓発セミナー（仮称）」を実施するとともに、防災設備やパネルの展示等に 
より防災意識の啓発並びに地域との相互理解を深める。 

 
３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 不正経理や個人情報漏洩等の事例分析に基づき、「不正防止・法令遵守マニ

ュアル」等を充実させるとともに、法令遵守を徹底するための研修等を実施す

る。 
● 不正防止体制の確立に向けて、既存のマニュアルにおける未整備部分の整 

備、集約を行い、周知を図るとともに、研修会等による法令遵守の啓発・徹 

底を行う。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

３９億円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策 

費として借り入れることが想定されるため。 
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Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 

予定なし。 
２ 重要な財産を担保に供する計画  

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病院の
敷地及び建物について、担保に供する。 

 
Ⅸ 剰余金の使途 

決算において、剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 
 

Ⅹ その他 
１ 施設・設備に関する計画 

（単位 百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財  源 
・(黒髪)（附特)校舎改修 
・(医病)外来診療棟 
・（医病）基幹・環境整備（第６

病棟等支障建物取り壊し他） 
・（黒髪）ライフライン再生（屋

外排水設備等） 
・小規模改修 
・（本荘）発生医学研究センター

施設整備事業（ＰＦＩ） 
・（黒髪南）工学部他校舎改修施

設整備等事業（ＰＦＩ） 

総額 
１，４２０ 

施設整備費補助金（ ９４０） 
 

船舶建造費補助金（   ０） 
 
 
長期借入金   （ ４２４） 

 
国立大学財務・経営センター施設費

交付金      （  ５６） 

（注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の 
整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり 
得る。 

 
２ 人事に関する計画 
１）中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行うとともに、新規事業等に戦略的、 
迅速かつ柔軟に対応できるような人員管理方策を導入し、効率的かつ効果的な配置を 
行う。 

２）組織の活性化及び事務職員等の質の向上に資するため、人事制度、人事評価制度、 
人材育成制度の改革を行うことにより、事務職員等自らがやりがいをもって職務に精 
励できる環境の整備を行う。 

 
（参考１）平成２３年度の常勤職員数 ２，０２６人 
     また、任期付職員数の見込みを  ５９人とする。  
（参考２）平成２３年度の人件費総額見込み２２，７５２百万円（退職手当を除く。） 
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画 
 
 １．予 算  

平成２３年度 予算 
                                                      （単位：百万円） 

                  区 分          金   額  

 収入   

   運営費交付金         １６，０８１      

   施設整備費補助金 ９４０  

   施設整備資金貸付金償還時補助金     ０  

   補助金等収入 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

１９１ 
            ５６ 

 

 自己収入 ２８，３１１  

   授業料及び入学金検定料収入 ６，４３２  

    附属病院収入 ２１，２０１  

     財産処分収入 ０  

    雑収入 ６７８  

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ２，８３２  

 長期借入金収入 

目的積立金取崩 

           ４２４ 
             ０ 

 

                    計 ４８，８３５  

 支出   

 業務費 ４１，０７２  

   教育研究経費 ２３，１９２  

   診療経費 １７，８８０  

 施設整備費 

補助金等 

１， ４２０ 
１９１ 

 

   産学連携等研究経費及び寄附金事業費等  ２，８３２  

   長期借入金償還金 ３，３２０  

                    計 ４８，８３５  

[人件費の見積り]  

期間中総額 ２２，７５２百万円を支出する。（退職手当を除く。） 

  （うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額１４，９３９百万円） 
 （注）「運営費交付金」のうち、平成２３年度当初予算額１５，６８６百万円、前 

年度よりの繰越額のうち使用見込額３９５百万円 
 （注）「施設整備費補助金」のうち、平成２３年度当初予算額７４２百万円、前年 

度よりの繰越額１９８百万円 
 （注）「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、前年度よりの繰越額から 

の使用見込額５８百万円 
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 ２．収支計画  

平成２３年度 収支計画 
                           （単位 百万円） 

                  区 分          金 額  

 費用の部           

  経常費用         ４７，０４８  

   業務費         ４１，１８７  

    教育研究経費          ４，４８０  

    診療経費         １１，２９４  

    受託研究費等          １，１２２  

       役員人件費            １８６  

    教員人件費         １３，４８５  

    職員人件費         １０，６２０  

   一般管理費          １，８９０  

   財務費用            ４９６  

   雑損              ０  

    減価償却費          ３，４７５  

  臨時損失              ０  

    

 収入の部           

   経常収益         ４７，０６３  

   運営費交付金収益         １５，５４５  

   授業料収益          ５，１３０  

   入学金収益            ７７２  

   検定料収益            １５８  

   附属病院収益         ２１，２０１  

   受託研究等収益 

  補助金等収益 

         １，１２２ 

           １９１ 

 

   寄附金収益          １，６００  

   財務収益             ２３  

     雑益            ６５５  

   資産見返運営費交付金等戻入            ５７６  

   資産見返寄附金戻入             ６５  

   資産見返物品受贈額戻入             ２５  

  臨時利益              ０  

      

 純利益 

目的積立金取崩益 

            １５ 

             ０ 

 

 総利益             １５  
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 ３．資金計画  

平成２３年度 資金計画 
                           （単位 百万円） 

                  区 分          金 額  

 資金支出         ５２，４０１  

  業務活動による支出         ４３，０７７  

  投資活動による支出          ２，４３８  

  財務活動による支出          ３，３２０  

  翌年度への繰越金          ３，５６６  

    

 資金収入         ５２，４０１  

  業務活動による収入         ４７，０１９  

   運営費交付金による収入         １５，６８６  

   授業料及び入学金検定料による収入          ６，４３２  

   附属病院収入         ２１，２０１  

   受託研究等収入 

  補助金等収入 

         １，１２２ 
           １９１ 

 

     寄附金収入          １，７０９  

   その他の収入            ６７８  

  投資活動による収入            ９９６  

   施設費による収入            ９９６  

   その他の収入              ０  

  財務活動による収入            ４２４  

  前年度よりの繰越金          ３，９６２  
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別表 
（学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容定員、附属学校の収容定員・学級数） 
 文学部 総合人間学科          ２２０人  

 歴史学科            １４０人  

 文学科             ２００人  

 コミュニケーション情報学科   １２０人  

 学部共通（３年次編入）      ２０人  

 教育学部 小学校教員養成課程       ４４０人  

 
中学校教員養成課程       ２８０人 

特別支援学校教員養成課程     ８０人 
 

 養護教諭養成課程        １２０人  

 地域共生社会課程         ８０人  

 生涯スポーツ福祉課程      １６０人  

 法学部 法学科             ８４０人  

 学部共通（３年次編入）      ２０人  

 理学部 理学科             ７６０人  

 医学部 医学科             ６４０人  

 保健学科            ５７６人  

 保健学科共通（３年次編入）    ３２人  

 薬学部 薬学科             ３３０人  

 創薬・生命薬科学科       １４０人  

 工学部 物質生命化学科         ３２０人  

 マテリアル工学科        １８４人  

 機械システム工学科       ３８８人  

 社会環境工学科         ２８４人  

 

建築学科            ２２４人 

情報電気電子工学科       ６１２人 

数理工学科            ４０人 

 

 学部共通（３年次編入）      ９０人  

 教育学研究科（修士課程） 学校教育実践専攻         ２６人  

 教科教育実践専攻         ６８人  

 社会文化科学研究科（博士前期課程） 公共政策学専攻          ２３人  

 法学専攻             ２１人  

 現代社会人間学専攻        ３６人  

 文化学専攻            ３６人  

 教授システム学専攻        ３０人  

 社会文化科学研究科（博士後期課程） 人間・社会科学専攻        １８人  

 文化学専攻            １８人  

 教授システム学専攻         ９人  

 自然科学研究科（博士前期課程） 理学専攻            １７０人  

 数学専攻             ３０人  

 複合新領域科学専攻        ２４人  

 物質生命化学専攻         ８６人  

 マテリアル工学専攻        ５０人  

 
機械システム工学専攻      １１４人 

情報電気電子工学専攻      １６２人 
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社会環境工学専攻         ７６人 

建築学専攻            ７２人 

 

自然科学研究科（博士後期課程） 理学専攻             ３０人 

複合新領域科学専攻        ５４人 

産業創造工学専攻         ４２人 

情報電気電子工学専攻       ３０人 

環境共生工学専攻         ３０人 

 

 医学教育部（修士課程） 医科学専攻            ４０人  

 医学教育部（博士課程） 医学専攻            ３５２人  

 保健学教育部（博士前期課程） 保健学専攻            ３２人  

 保健学教育部（博士後期課程） 保健学専攻            １２人  

 薬学教育部（博士前期課程） 創薬・生命薬科学専攻       ７０人  

 薬学教育部（博士後期課程） 分子機能薬学専攻         ５４人  

 生命薬科学専攻          ３９人  

 法曹養成研究科(法科大学院の課程) 法曹養成専攻           ７４人  

 特別支援教育特別専攻科 特別支援教育専攻         ２０人  

 養護教諭特別別科                  ４０人  

 附属幼稚園                 １６０人  

              学級数  ５  

 附属小学校                 ７２０人  

              学級数 １８  

 附属中学校                 ４８０人  

              学級数 １２  

 
附属特別支援学校 小学部              １８人 

             学級数  ３ 
 

 中学部              １８人  

              学級数  ３  

 高等部              ２４人  

              学級数  ３  

 
 

 


